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Ⅰ 米中摩擦の背景

冷戦時代は，米国を盟主とする自由主義陣営

とソ連（現ロシア）と中国を中心とする社会主

義陣営が激しく対立した。周辺国での戦闘行為

を含め幾多の紛争を経験している（朝鮮戦争，

ベトナム戦争，キューバ危機など）。この冷戦

構造は今も潜在している（Navarro, 2015）。

その対立が緩和した時期があった。その契機

となったのが 1972 年の米大統領ニクソン氏に

よる中国訪問である。彼は毛沢東主席や周恩来

首相と会見し，対立を緩和する方向に導いた。

その後，毛沢東主導の大躍進政策の失敗と「文

化大革命」による社会の荒廃から中国を回復す

るために，1978 年に鄧小平氏の指導のもとで

「改革開放」政策が始まった。中国は「社会主

義市場経済」という新しい体制に踏み出した。

これは政治や社会は共産党が支配するが，経済

については一部を外国に開放する一種の混合経

済である。北京から遠い沿海地方に小さな窓口

（経済特区）を開き，「恐る恐る」外資を呼び込

む実験をした。これが成功すると徐々に間口を

広げていった。

中国が賢明だったのは，「社会主義」の看板

を引っ込め，「市場経済」を前面に押し出した
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米中が対立する原因の 1つに「情報化戦略」の違いがある。「国民には知る権利がある」という前提から出

発する民主主義体制と，共産党の権威を守るためには「情報統制が必要だ」とする専制主義体制では「情報

化」に対する考え方が異なる。この「情報化」を実現する中核技術が半導体とソフトウエアである。半導体生

産とソフトウエア開発を巡り米中は激しく対立することになる。この「半導体戦争」は別の見方をすると，

「計算能力」（コンピューティング・パワー）獲得競争となって現れる。次世代技術の「人工知能」（AI）やメ

タバースは EV の自動運転やエンターテイメントに利用されるが，それは軍事転用が可能な技術でもある。

「トゥキディデスの罠」に陥った覇権国の米国と新興国の中国は，周辺国を巻き込み戦争の危険を孕みながら

長期に渡って対立するだろう。グローバリゼーションは危機的状況を迎え，地政学的リスクが高まっていく。

国際ビジネスは地政学を踏まえて展開する時代になった。



ことである。この「市場経済」の看板に多くの

外資が惹きつけられた。この「出島」をテコに

外国の商品，技術や資本といった情報資源，人

材などを呼び込み，経済成長に活用した。「改

革開放」が始まった頃，まだ民営企業は少な

く，そのほとんどは共産党が支配する国営（国

有）企業だった。中国政府は外資企業に国営企

業との合弁事業を義務付けた（外資 100％所有

を認めたのはずっと後である）。外資が資本と

技術と経営ノウハウを提供し，国営企業が生産

場所と労働者（労務管理），製品の販売，政府

との折衝などを担当した。この分業の仕組はう

まく機能した。

外資系企業には「バックドア」があり，技術

やノウハウのような情報資源は，企業内共産党

委員会を通じて他の中国企業に「共有化」され

た。効率よく技術や経営ノウハウを習得するた

めに，国営の「そっくりさん」（同業種のコ

ピー会社）を設立し，定期的に人を入れ替えて

知識やノウハウを移転することもした。中国に

は個人の所有権や法人の知的財産権の観念が乏

しく，共産党が企業の資産を管理している。外

資から得た技術や経営ノウハウは，中国の共有

財産である。外国人は共産党員になれないし，

非共産党員の中国人は「企業内共産党委員会」

に参画できない。情報共有の実態は，共産党員

の幹部だけが知る秘密である。

中国経済が成長を始める 1990 年代，この

「市場経済」の窓口を使ってグローバルな経済

システムに接近した。多国籍企業は，中国の豊

富な労働力と低賃金に着目し，手数のかかる組

み立て加工工程を中国に移設するようになっ

た。最初は繊維製品や履物のような付加価値の

低いものから始まり，やがて家電製品やコン

ピュータの組み立て，さらには携帯電話やス

マートフォンのような高級品に展開していっ

た。中国は「世界の工場」になることで，驚異

的な経済成長を達成した。

しかし，「成功は失敗のもと」ともいう。中

国の経済規模が，2010 年に日本を追い抜いた

ころから米国の警戒感が強くなった。米国は，

かつて日本と激しい「経済摩擦」を経験したこ

とがある（高坂, 1987）。米国政府は，社会主

義国では一般的な政府による補助金政策にも不

信感を持った。中国の巨額の軍事支出にも恐怖

を感じた。2012 年以降，習近平国家主席の登

場によって米国の違和感はますます強くなって

いった。習近平国家主席は「中国製造 2025」

をスローガンに掲げ，中国は建国 100 年の

2049 年には米国を凌駕する経済大国になると

宣言した（Pillsbury, 2015）。新興の大国が成

長を遂げ，既存の覇権国に挑戦するプロセスが

始まった。「トゥキディデスの罠」が働き始め

た（Allison, 2017）。

Ⅱ 中国の情報化戦略

中国共産党は 1989 年の天安門事件，1991 年

のソ連の崩壊から貴重な教訓を得た。それは，

国民が自由に情報に接することの危険性であ

る。天安門事件の背景には，西側の情報に接し

た学生を中心に起きた民主化運動があった。ソ

連崩壊は，ゴルバチョフが断行した「グラスノ

スチ（情報公開）」と「ペレストロイカ（改革）」

に端を発する社会混乱があった。一党独裁体制

を維持するには，共産党の望む情報だけを国民

に与えること。情報統制の厳格化とプロパガン

ダの強化が不可欠なことを悟ったのである。

経済を成長させるためには，外国からの情報

獲得が必要である。しかし，外国に門戸を開放
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すると（改革開放），西側諸国の自由民主主義

思想が流入してくる。第二の天安門事件を防

ぎ，共産党による専制政治を守るためには，流

入する情報を選別しなければならない。イン

ターネットの普及に伴って，この作業は非常に

難しくなった（Cheng, 2017, 邦訳, p.324）。外

国のプロバイダーは原則禁止，自国のプロバイ

ダーに限ることでしのいでいるのが現状だ1）。

しかし中国の情報統制は国内での厳格な実施

にとどまらない。世界的規模で行う必要があ

る。その理由の 1つにパソコンの普及がある。

2億台を超える普及台数を誇る中国では，古い

WindowsXPのオペレーティング・システムが

使われている。そのソフトウエアの実に 4 分の

3が海賊版といわれている（Cheng, 2017, 邦訳,

p.346）。海賊版のソフトはセキュリティーの

更新がされないので，システムの脆弱性が見つ

かってから対処するまでの間にサーバー攻撃を

加える，いわゆるゼロデイ攻撃を受けやすい。

つまり，悪意ある外部勢力が中国のパソコンか

ら情報を抜き出す可能性がある。中国の情報セ

キュリティーは意外なほど脆弱である。これは

ほんの一例に過ぎないが，敵性勢力に情報を

乗っ取られる危険から国家を守るためには，自

国の国境を超えて国際的な「共有空間」の監視

や取締を強化しなければならない。これはイン

ターネットのような情報空間にとどまらず，海

洋や宇宙空間のような物理的領域にも監視の目

が広がることを意味する（Cheng, 2017, 邦訳,

p.330）。最近の例では，気球の事件（安室,

2023），ガントリクレーンの事件2)が挙げられ

る。こうした行為は明らかに国際法に違反して

いる。しかし中国は共産党の権威を高め，国を

守るための正当な行為と考えている。西側諸

国，自由民主主義の国家では，情報は市民の

「知る権利」から出発する。政府は国家機密

（とくに安全保障関係の情報）を除いて，でき

る限り情報公開しようとする。他方，共産党一

党独裁による専制主義国家では，国民には党の

望むイメージに適した情報しか与えられない。

市民による自由な情報発信は，場合によっては

共産党に対する反逆行為になる危険がある

（Cheng, 2017, 邦訳, p.331）。次第に西側諸国は

中国への情報資源（知識や技術・ノウハウな

ど）の提供に躊躇するようになる。

西側諸国による「情報封じ込め」を予想する

中国が次に取る手段が直接行動，すなわち「ス

パイ」である。海外の大学や企業の研究所に人

材を送り込んで，現在進行中の最先端技術を窃

盗しようとする。スウェーデンで事件が起き

た。中国教育省が運営する「国家留学基金管理

委員会（CSC）」の奨学金を利用する 30名以上

の留学生（おもに博士課程）が，中国共産党に

対して忠誠を示す誓約書に署名するよう強制さ

れていたことがわかった（木村, 2023）。2021

年には 2万 7000 人の中国人留学生が公的資金

で英米など一流大学に派遣される予定という。

誓約書には「国家の利益に反しない」「当局の

意向に反する『活動』には決して参加しない」

ことが求められる（木村, 2023）。この誓約書

には，家族 2名の署名や学業が中断した場合に

は中国に残された家族が支給額の最大 30％を

返済する義務を負わされるなど，厳しい拘束が

あった。この事実を知って，スウェーデンのカ

ロリンスカ研究所やルンド大学・ウプサラ大学

も CSC との関係を断った3)。中国では多くの

大学が「軍民融合」政策によって新しい国防・

監視技術の開発に協力させられている。大学同

士の国際交流といえども安心できないのであ

る。
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Ⅲ 半導体の地政学

1957 年 10月 4 日，ソ連が打ち上げた世界最

初の人工衛星スプートニックがアメリカ大陸上

空を横切った。4年後にはガガーリンが人類初

の有人宇宙飛行を実現した。米国は衝撃を受け

た。米国は反撃に出た。ケネディー大統領は

「人類を月面に送り出す」と宣言した。

今からは考えにくいが，ソ連の人工衛星は真

空管の計算機で誘導されていた。月面に米国人

宇宙飛行士を送り込むには，革新的な誘導技術

が不可欠だった。その時，注目されたのが，ウ

イリアム・ショックレーが 1948 年にベル研究

所で発明したトランジスタだった。最初にトラ

ンジスタを商品化したフェアチャイルドは，ロ

ケットの制御に用途を見出し，NASA に売り

込むことに成功した。マサチューセッツ工科大

学（MIT）機械工業研究所の技術者たちが

NASAから託されたのはアポロ宇宙船の誘導

コンピュータの設計だった。1962 年，空軍は

ミニットマン IIの誘導コンピュータを模索し

始めた。テキサス・インスツルメンツは 10万個

の受注を勝ち取った。フェアチャイルドとテキ

サス・インスツルメンツの 2社で米国政府の半

導体購入金額の 95％以上を獲得した（Miller,

2022, 邦訳, 1〜3章）。半導体は地政学の申し子

として誕生したのである（シバタ・吉川, 2018:

太田, 2021）。

しかし，官需に依存していては半導体の市場

は広がらない。思い切った民需転換が必要だ。

1970 年代になると，民需が 8割以上に躍進す

る。その裏には血の出るようなコストダウンの

努力があった。コストダウンの一環として，人

手のかかる半導体のパッケージング工程を労賃

の安い国に委託することにした。香港は賃金水

準が米国の 1/10以下だったので，まず香港で

最終組立が試みられた。フェアチャイルドのオ

フショアリングが成功すると，テキサス・イン

スツルメンツやモトローラも追随した。華人の

多いシンガポールやマレーシアが次の工場立地

として選ばれた。1980 年代になると，半導体

の 9割は，軍ではなく消費者や企業が購入する

ようになった。コストダウンが実現できれば半

導体の市場は無限のように思われた。半導体が

低価格競争に突入する中で，1980 年代に隆盛

を誇った日本勢が脱落していった。

1980 年代の末には，インテルが 486 マイク

ロプロセッサを発表した。小さなシリコンチッ

プの上に 120万個ものトランジスタが集積する

ようになった。この半導体の製造には，莫大な

投資が必要だった。最大手のインテルには半導

体の設計と製造の双方を行う体力があったが，

設計は可能でも設備投資に耐えられない企業も

多数あった。記憶素子の DRAM はコモディ

ティー化が進み価格が低下した結果，投資対象

としての魅力に欠けた。インテルはメモリー事

業からの撤退を決め，PC向けのチップに専念

する。メモリー半導体の生産委託先として韓国

のサムスンが選ばれた。設計に特化したベン

チャー企業は，半導体の生産委託先を求めた。

こうして「ファウンドリー」のビジネスモデル

が誕生する。

インテルで半導体事業の統括責任者だったモ

リス・チャンはファウンドリーの立ち上げに最

適な人物だった。彼は 1970 年中頃からファウ

ンドリーの構想を持っていた（Miller, 2022. 邦

訳, p.242）。「ムーアの法則」に従って 2 年に

一度トランジスタの集積度を 2倍にするには製

造装置への莫大な投資が必要になる4)。チャン
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は半導体の製造工程をインテルから切り離し，

独立の会社にすべきと考えた。この主張はイン

テルの経営者に忌避され，彼はついに社長にな

れなかった。インテルは現在も半導体を製造す

る唯一の米国企業である。皮肉なことに，イン

テルの「ものづくり」への拘りが，次世代の並

列処理に乗り遅れる原因になった。

そんな折，彼に目をつけたのが台湾の大臣，

李國鼎である。1985 年，李國鼎はモリス・

チャンを台湾半導体産業のリーダーとして引き

抜いた（Miller, 2022, 邦訳, p.238）。その条件

としてファウンドリーの資本の 48％を台湾側

が引き受けた（台湾の有名な企業や資本家が出

資）。こうして TSMC（台湾積体電路製造）は

発足したが，顧客の大半は米国の半導体設計会

社，上級幹部の多くはモトローラ，インテル，テ

キサス・インスツルメンツの出身者，経営幹部

の大半は博士課程卒業者だった（Miller, 2022,

邦訳, p.242）。1990 年代になると PCの普及と

スマートフォンの登場で半導体需要は跳ね上が

り，TSMC は急成長を遂げた。韓国のサムス

ンは，メモリーの生産にほぼ特化した。自社開

発・設計の NAND 型メモリーチップは自社生

産したが，DRAM は受注生産（ファウンド

リー）に専念した。この間，半導体の世界は PC

やスマートフォン，ゲームや SNSといった個

人用途への期待が広がっていった。次のステー

ジには AIが登場する。

2010 年代初頭，グラフィックアプリ設計の

専門会社エヌビディアが同社の画像処理装置

（GPU）がグラフィック以外の用途に応用でき

ることを発見，「並列処理」を開発すると，AI

（人工知能）の研究開発が加速した。創業当初

からエヌビディアは TSMCに半導体を外部委

託し，自らはゲームから転じて CUDAという

特殊なプログラム言語の普及に尽力した

（Miller, 2022, 邦訳, p.347）。2010 年代の終盤に

なると，事実上最先端5)のプロセッサを生産で

きる企業は TSMCとサムスンの 2 社に限られ

るようになった。

こうして米国は半導体の設計（インテルを除

く），台湾と韓国が委託生産，中国を始めとす

る東アジアの国々がパッケージングや最終製品

の組み立て加工を担当する国際分業システムが

形成された。この中で問題なのは半導体の製造

装置を誰が担当するかである。結局，世界の半

導体産業に関わる主力企業が協力して半導体の

製造装置を開発することになる。

集積度を高める鍵をにぎるのがリソグラフィ

の性能である。世界最先端の深紫外線を使った

リソグラフ（波長 13.5 ナノの極端紫外線

（EUV））で集積回路を焼き付ける技術を持つ

のは唯一，オランダの ASMLである。オラン

ダ人技術者のフリッツ・ファン・ハウトが中心

となって，ASML は世界中の部品業者から調

達した部品を組み立ててリソグラフィ装置を作

る技術を編み出した。日本の競合他社とは異な

り，部品の内製化をせず，市場から最良の部品

を仕入れることに徹した。これが同社の競争優

位となった。EUVリソグラフィの開発には 2億

ドル以上の投資と 10 年の歳月，一台当たり 45

万 7329個の構成部品が必要であった（Miller,

2022, 邦訳, p.330）。この部品の 1つでも欠けれ

ばリソグラフィは作れない。

実用的な EUV リソグラフィ装置は 2012 年

に完成するが，それを支えたのがインテル，サ

ムスン，TSMC の 3 社の投資資金である。

2012 年に，インテルは単独で 40億ドルの追加

投資も行った。2016 年には，ドイツのツアイ

スが研究開発プロセスの資金として 10億ドル
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を投資した。

EUVリソグラフィ装置は 1台 1億ドル以上

するので，故障して停止すると半導体メーカー

は莫大な損失を被る。ASML の技術指導員か

ら徹底的な訓練を受けない限り，使いこなせな

い。半導体の製造装置を効率よく運転するため

には，それ以外にも様々な機能や原材料，消耗

品，高度技術人材のサポートが欠かせない。実

は，ASML もその装置に不可欠な光源を米国

のサイマー（2013年買収，サンディエゴの子

会社）の供給に依存している（Miller, 2022, 邦

訳, p.444）。このグローバルな相互依存ネット

ワークを維持運営し，スケジュール通りに部品

を調達し，計画通りに組み立てる組織能力こそ

ASMLの強みである。このような組織能力は，

自国内で半導体のサプライチェーンを完結しよ

うとする企業には手に入らない。

このように，半導体のサプライチェーンの要

が製造装置であり，その中でも EUVリソグラ

フィ装置メーカーが鍵を握ることが理解でき

た。もし ASML の EUV リソグラフィ装置が

手に入らない，技術指導員を派遣してもらえな

いのなら，半導体の生産はできない。

米国が中国の半導体産業の進歩を阻止しよう

とするなら，オランダや日本に協力を依頼せざ

るをえない6)。半導体の製造装置が更新でき

ず，原材料や消耗品が手に入らなければ，すぐ

に「ムーアの法則」から脱落する。米国商務省

は，CHIPS法によって米国政府の補助金を得

て半導体工場を建設する企業は，中国での半導

体工場の建設はおろか技術者の派遣（技術指

導）も 10 年間禁止するとした7)。中国企業が米

国で開発した技術を使って製品やシステム，ソ

フトウエアを作ることも阻止する。TSMC，サ

ムスン，SKハイニックスの中国工場も操業停

止状態になるだろう。中国には先端の半導体は

作らせない，二流・三流の生産国に止め置くこ

とが米国政府の狙いである。なぜ米国はこれほ

どまで中国の台頭を恐れるのか。それは人工知

能（AI）の研究開発で中国が先行し始めたか

らである8)。

結び 計算能力獲得競争の帰結

ジョージタウン大学の研究者たちによると，

半導体のサプライチェーン全体にわたり，半導

体の設計，IP（知的財産），装置，製造，その

他の工程の影響を総計すると，中国の市場シェ

アは 6％で，米国の 35％，韓国の 16％，台湾

の 12％に遠く及ばない（Miller, 2022, 邦訳,

p.358）。しかし台湾と中国は「領土一体」と

考えると，合計の比率は韓国を凌ぐ 18％とな

り世界第二位になる。習近平国家主席の「中国

製造 2025」計画によると，2025 年までに半導

体の輸入率を 2015 年の 85％から 2025 年には

30％まで減らすという（Miller, 2022. 邦訳,

p.359）。エネルギーの輸入金額よりも半導体

の輸入金額が多い中国としては，絶対に達成し

たい目標である。

台湾の TSMC は世界のロジック半導体の

50％以上を生産しているので，中国が台湾を平

和裏に統合できれば，習近平氏の「中国製造

2025」は実現するだろう。ところが胡錦濤前国

家主席は「反国家分裂法」を制定した。その 8

条で「武力行使も辞さず」と定めている。この

規定に従って，はたして中国は 2025 年に台湾

に武力行使するだろうか。

台湾統一の過程で武力が行使され，中国製の

ミサイルが TSMCの半導体工場を爆破すれば

「中国製造 2025」は夢と消える。TSMCが破壊
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されれば米国の半導体設計や AIソフトウエア

の開発ベンチャーは製品化の途を失う。世界各

国の半導体製造装置関連の産業も立ち行かなく

なる。したがって，中国を含む全ての利害関係

者にとって，中国による台湾への武力侵攻は利

益にならない9)。中国は口では「武力侵攻も辞

さず」と言うが，本音は「平和統一」を望んで

いる。戦争を望んでいるのは米国の方かもしれ

ない。

地政学的リスクに備えるためには，台湾の

TSMC を各国に分散する必要がある。TSMC

は米国に最先端の半導体製造工場，日本には

EVに使用するような普及タイプ，ヨーロッパ

（EU）にも半導体工場（場所やレベル・規模は

未定）を設ける。それでも台湾の TSMC本体

に半導体製造の 8割程度は残るだろう。地政学

的には台湾を確保する側が半導体のサプライ

チェーン全体を支配する。台湾の立ち位置は不

確実のまま続くだろう。今後の最大の問題は

「自動化」である。PC，スマートフォン，イン

ターネット，クラウド，AI，EVと進化してき

た半導体の用途は，次の段階として EVの自動

運転が射程に入ってきた。また，ソフトウエア

ではメタバースが実用の段階に入った10)。こ

れらの最新技術を軍事に転用すれば，ドローン

はもとより，自動運転の戦闘車，無人戦車，無

人潜水艦，無人戦闘機が可能になるだろう。自

動運転やメタバースの軍事転用の目的は自国の

兵士の損耗率を最小にとどめながら，最短の時

間と費用で敵軍を制圧することである。この軍

事技術を先に確立した国が，21世紀の覇権国

になる11)。

21世紀の国際ビジネスは地政学と切り離せ

ない。21世紀の「計算能力」獲得競争におい

て日本の存在は薄れつつある。劣勢を挽回する

国家戦略が必要だ。これについての考察は今後

の課題としたい。

［注］

1）OpenAI社のチャット GPTの登場が中国の情報統制に与え

る影響については別稿で論じたい。

2）米国当局者らは，国内各地の港湾で操業している中国製の

巨大クレーンが中国政府の偵察ツールになっている可能性が

あるとの懸念を強めている。コンテナの出所や目的地を登録

し追跡できるセンサーが搭載されているためである（Yahoo

ニュース「中国性貨物クレーンは偵察用か 米国当局が懸

念」2023年 3月 6日，https://news.yahoo.co.jp/articles/）。

3）スパイ事件は台湾でも起きている。中国企業が，台湾で高

度な半導体の技術者（とくに設計のノウハウ）を違法な形で

獲得する動きが活発化，8 社が機能していることを法務部

（法務省）の調査局が突き止めた。表向きは香港法人を名

乗っているが，実態は中国（北京市，上海市，蘇州市，広州

市など）に拠点を置く大企業だった（日本経済新聞朝刊，

2022 年 4月 20日）。

4）現在，半導体の設計だけでも 1億ドル（130億円）以上もか

かる。製造装置はその 100倍は必要になる。

5）「ムーアの法則」に従ってシリコンチップ上のトランジスタ

は年々微細化する。すでに現在，半導体の集積度は 100億個

を超えている。3次元の FinFETトランジスタに至っては何

兆個のレベルになるという（Miller, 2022, 邦訳 , p.487）。

6）一部の観測筋は，オランダは米国に協力しないだろうと予

想する。これが間違いであることは ASML成立の歴史を見

ればわかる。とくにドイツ（カールツアイス）が果たした技

術的役割は大きい。2023年 3月 8日，オランダ政府は夏前の

導入を目指して，先端半導体装置の分野で新たな輸出規制を

計画していると発表した（日本経済新聞，2023年 3月 9日電

子版）。日本も，装置や原材料・消耗品，オプトエレクトロ

ニクス系の半導体生産（ソニー）で欠くことのできない役割

を担っている。装置関係の企業が協力を拒めば既存の半導体

工場は停止を余儀なくされるだろう。

7）米商務省のジーナ・レイモンド長官は，2022 年 9月 6日に

「Chips and Science Act」（通称 CHIPS法）について「我々

は CHIPS法の資金を受け取る企業が国家安全保障を損なう

ことがないよう，ガードレールを設けるつもりだ。（中略）企

業がこの資金を中国での投資に使うことは認められない。今

後 10 年間は，中国で最先端技術を開発することはできない」

と述べた。エヌビディアと AMDは人工知能用のチップの輸

出を 9月初めに当局から禁止されている（Yahoo ニュース，

2022 年 9 月 7 日，https://news.yahoo.co.jp/articles/）。日

本も早速，米国と協調体制に入った（日本経済新聞朝刊，

2023年 1月 29日）。

8）2023年 2月に開かれた半導体の国際学会「ISCC」で，採択

された国・地域別の論文数で中国が米国や韓国を上回り，初

めて首位に立った。大学の採択件数は，22 年の 14.5％の

シェアから 29.8％のシェアまで伸ばした。人工知能（AI）

などに欠かせない GPU（画像処理半導体）では，壁仞科技

（BIREN）がエヌビディアの「A100」に比べ速度で 2倍強の

性能を出せるとした新製品を 2022 年 8 月に発表している

（日本経済新聞朝刊，2022 年 3月 7日）。
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9）米国のヘインズ国家情報長官は，中国の侵攻で台湾の半導

体生産が停止すれば，世界経済は最大で年間 1兆ドル（134

兆円）の打撃を受けるとした（日本経済新聞，2023年 5月 6

日朝刊）。

10）メタバースはエンターテイメントだけでなく，工業的にも

実用段階に入ってきた。BMWはエヌビディアと協力して，

2021 年にメタバース上に 600万平方メートルの仮想工場を完

成させた。見たところ実物の工場とまったく変わらない。こ

の仮想工場で組立ロボットの調整や工程の流れを実験し，工

場の計画段階で生産性を 30％向上し，指導期間を 1/10 に削

減できるという（日経ビジネスオンライン，2023 年 3 月 9

日，https://business.nikkei.com/atcl/gen/）。この技術を応

用すれば，戦場の実物そっくりの 3次元シミュレーションが

実現できるだろう。

11）大国ロシアが小国ウクライナに勝てないのは，西側支援の

「計算能力」の差である。20世紀の肉弾戦では 21世紀の「計算

能力」戦には勝てない。すでにロシアは自軍に 18万 9500〜

22万 3000 人の死傷者を出したという（米国情報局，2023年

4月 12日付）。
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